
心臓, じん臓若しくは呼吸器又はぼうこう若しくは直腸若しくは小腸若しく

聴覚又は平衡機能の障害 音 声 機 肢 体 不 自 由 はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害

能, 言語

級別 視 覚 障 害 機能又は 乳幼児期以前の非進行性の ヒト免疫不

聴 覚 障 害 平衡機能 そしゃく 上 肢 下 肢 体 幹 脳病変による運動機能障害 心臓機能障 じん臓機能 呼吸器機能 ぼうこう又 小腸機能障 全ウイルス

障害 機能の障 害 障害 障害 は直腸の機 害 による免疫

害 上肢機能 移動機能 能障害 機能障害

一眼の視力が0.02 １ 両耳の聴力レベ １ 一上肢のおや指 １ 一下肢をリスフ 不 随 意 運 不 随 意 運

以下, 他眼の視力が ルが70デシベル以 の機能の著しい障 ラン関節以上で欠 動・失調等に 動・失調等に

0.6以下のもので,両 上のもの（40セン 害 くもの よる上肢の機 より移動機能

眼の視力の和が 0.2 チメートル以上の ２ ひとさし指を含 ２ 一下肢の足関節 能の劣るもの の劣るもの

を超えるもの 距離で発声された めて一上肢の二指 の機能の著しい障

会話語を理解し得 を欠くもの 害

６級 ないもの ３ ひとさし指を含

めて一上肢の二指

２ 一側耳の聴力レ の機能を全廃した

ベルが90デシベル もの

以上, 他側耳の聴

力レベルが50デシ

ベル以上のもの

１ 一上肢の機能の １ 両下肢のすべて 上肢に不随 下肢に不随

軽度の障害 の指の機能の著し 意運動・失調 意運動・失調

２ 一上肢の肩関 い障害 等を有するも 等を有するも

節, 肘関節又は手 ２ 一下肢の機能の の の

関節のうち, いず 軽度の障害

れか一関節の機能 ３ 一下肢の股関

の軽度の障害 節, 膝関節又は足

３ 一上肢の手指の 関節のうち, いず

機能の軽度の障害 れか一関節の機能

７級 ４ ひとさし指を含 の軽度の障害

めて一上肢の二指 ４ 一下肢のすべて

の機能の著しい障 の指を欠くもの

害 ５ 一下肢のすべて

５ 一上肢のなか の指の機能を全廃

指, くすり指及び したもの

小指を欠くもの ６ 一下肢が健側に

６ 一上肢のなか 比して３センチ

指, くすり指及び メートル以上又は

小指の機能を全廃 健側の長さの20分

したもの の１以上短いもの

１ 同一の等級について二つの重複する障害がある場合は, 一級うえの級とする。ただし, 二つの重複する障害が特に本表中に指定せられているものは, 該当等級とする。

２ 肢体不自由においては, ７級に該当する障害が２以上重複する場合は, ６級とする。

３ 異なる等級について二つ以上の重複する障害がある場合については, 障害の程度を勘案して当該等級より上位の等級とすることができる。

４ 「指を欠くもの」とは, おや指については指骨間関節, その他の指については第一指骨間関節以上を欠くものをいう。

備考 ５ 「指の機能障害」とは, 中手指節関節以下の障害をいい, おや指については, 対抗運動障害をも含むものとする。

６ 上肢又は下肢欠損の断端の長さは, 実用調（上腕においては腋窩より, 大腿においては坐骨結節の高さより計測したもの）をもって計測したものをいう。

７ 下肢の長さは, 前腸骨棘より内くるぶし下端までを計測したものをいう。
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身体障害の範囲拡大の経緯身体障害の範囲拡大の経緯

年 月 障 害 の 範 囲

昭和２５年 ４月 身体障害者福祉法施行

〔障害の範囲〕

・視力障害

・聴力障害

・音声・言語機能障害

・肢体不自由

・中枢神経機能障害

昭和４２年 ８月 障害の範囲拡大

・心臓機能障害

・呼吸器機能障害

昭和４７年 ７月 障害の範囲拡大

・じん臓機能障害

昭和５９年１０月 障害の範囲拡大

・ぼうこう又は直腸の機能障害

・そしゃく機能障害

昭和６１年１０月 障害の範囲拡大

・小腸の機能障害

平成１０年 ４月 障害の範囲拡大

・ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害 25



第３ 障害の程度の判定

１ 障害の程度は、次の基準により重度とその他に区分するものとし、療育手帳の障害の程度の記載欄には、重度の場合は「Ａ」と、
その他の場合は「Ｂ」と表示するものとする。

（１）重度

１８歳未満の者
昭和３９年３月１３日児発第１９７号児童局長通知（「重度知的障害児収容棟の設備及び運営の基準について」）の

１対象児童の（１）又は（２）に該当する程度の障害であって、日常生活において常時介護を要する程度のもの

１８歳以上の者
昭和４３年７月３日児発第４２２号児童家庭局長通知（「重度知的障害者収容棟の設備及び運営について」）の１の（１）に

該当する程度の障害であって、日常生活において常時介護を要する程度のもの
（注） 前記通知の解釈にあたっては、知能指数が５０以下とされている肢体不自由、盲、ろうあ等の障害を有する者の身体障害の

程度は、身体障害者福祉法に基づく障害等級が１級、２級又は３級に該当するものとする。

（２）その他

（１）に該当するもの以外の程度のもの

２ 障害の程度の区分については、１に定める区分のほか中度等の他の区分を定めることもさしつかえないものとする。

３ 障害の程度については、交付後も確認する必要があるので、その必要な次の判定年月を指定するものとする。
なお、次の障害の程度の確認の時期は、原則として２年後とするが、障害の状況からみて、２年を超える期間ののち確認を行って

さしつかえないと認められる場合は、その時期を指定してもさしつかえないものとする。

療育手帳制度の実施について（抄）
（昭和４８年９月２７日児発７２５号各都道府県知事、指定都市市長宛 厚生省児童家庭局長通知）
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